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高裁平成 20 年 6 月 24 日第三小法廷判決についても合わせて分析する。







ての損益相殺の可否と民法 708 条の趣旨」(判例タイムズ 1298 号 (2009.






1．東京高判平成 24・5・31 (判時 2143 号 101 頁)
無限連鎖講に該当する事業を営む破産会社 A の破産管財人 X (原告、





























3．高松高判平成 23・12・15 (消費者法ニュース 91 号 73 頁)




る。原審 (松山地裁西条支部判平成 23・7・15消費者法ニュース 89 号 43











ス 89 号 37 頁)、いわゆるヤミ金融の組織として、被告らが訴外某に対し
債権回収を口実に過酷な脅迫を行った結果、同人らを自殺させたとして、
その相続人である原告らが損害賠償等を求めた事案である大阪地判平成
21・1・30 (判時 2035 号 91 頁、判タ 1321 号 158 頁)、出資法 5 条 2項に
規定する利率を上回る利息を約定し、被告らは、これに基づいて利息を受
領し又はその支払を要求していたと主張して、不法行為による損害賠償を




的調整の可否が主要な争点とならなったのは、本件 6 月 10 日判決の影響
と推測される。
第 3款 田原裁判官の「反対」意見 (最高裁平成 20 年 6 月 24 日判決 判






Y (被告・控訴人・被上告人) は、平成 11 年 1 月頃から X (原告、被
控訴人、上告人) らに対し、Y を介在させて米国債を購入すれば高額の
配当金を得られるなど、架空の事実を繰り返し申し向け、その旨誤信させ
て、購入資金として平成 12 年 8 月から平成 15 年 6 月までに Xらから合
わせて 2200万円を騙取した。Yは、真実には本件騙取金で米国債を購入
していないにもかかわらず、あたかもこれを購入して配当金を得たかのよ
うに装って、平成 12 年 9 月から平成 15 年 9 月までの間に、配当金の名目
でXらに対して合わせて 196万余円をそれぞれ交付した。Yは平成 17 年
に詐欺の容疑で逮捕、本件詐欺等の事実で起訴され、平成 18 年に判決が
確定した。Y は本件詐欺の弁償として、X らに対して合わせて 132万円
を支払ったが、損害額に満たなかったために Xらが Yに対して不法行為
に基づく損害賠償を求めたのが本件事案の概要である。






3・24 民集 47 巻 4 号 3039 頁) とした。本件各弁償金の支払は、上記説示
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始まっている点で、6 月 10 日判決とは異なる点に注目したい
( 8 )
。先に示し



























るのか吟味する必要があろう。このような吟味を欠く点で、6 月 10 日判
































られるに留まる。本件 6 月 24 日判決は事実関係の法的性質を異にするに
もかかわらず、同様の理論が用いられている。従って、直ちに 6 月 10 日
理論の判例蓄積とは捉え難いことになる。6 月 24 日判決のような騙取金
詐欺の事例は本論文の射程範囲に含めないこととする。
注
( 1 ) 分類が適切かに関しては検討の余地はあるが、裁判例が網羅的に紹介され
ている点で判例が非常に理解しやすい。















































( 5 ) 判決によれば被告は、「従前、貸金業法第 3条所定の登録を受けていたが、
その後、登録の更新をしなかったため、平成 6 年 1 月 28 日以降は、同法に
基づく登録を受けていない」とされる。
























( 7 ) 6 月 24 日判決に関しては、法律時報 83 巻 3 号 118 頁〜岡林伸幸「詐欺配
当金と不法原因給付・損益相殺」などが挙げられる。これによれば、本判決
























第 4節 最高裁平成 20 年 6 月 10 日第三小法廷判決の再検討















































の特約は有効であるとしている (最判昭和 28・1・22 民集 7・1・56、最


































































































































けて ――暴利の消費貸借に対処するために――」慶應法学 1 号 378〜379
頁を参考にし、筆者がまとめたものを掲載する。




ことについては、四宮和夫『民法総則〔第 4版〕』(1986) 212 頁注 1) 参照。
(13) 前掲注 (11) 谷口。79〜80 頁参照。
(14) 前掲注 (11) 谷口。501〜502 頁参照。
(15) 東京簡裁判平成 14・10・24 (最高裁 HP) 参照。
(16) 東京簡裁判平成 14・11・22 (最高裁 HP) 参照。
(17) 長谷川隆・判例時報 2033 号 157 頁、岡林伸幸・千葉大学/法学論集 24 巻
2 号『ヤミ金事件判決〈判例研究〉』35 頁、木村 80 頁、金山直樹・別冊ジュ
リスト 200 号 111 頁。
(18) 民法 587 条。
(19) 結論として少なくとも利益とは見ることができないとしたものとして、深
川裕佳・法律時報 81 巻 6 号 140 頁、長谷川前掲 156 頁。
(20) 小野秀誠『利息制限法と公序良俗』(信山社) 289 頁、加藤雅信『新民法
体系Ⅲ債権総論』43 頁などを参照。







































注(24) このような議論の展開に触れるものとして内田貴『民法Ⅱ 第 3版 債権
各論』614 頁などがある。前掲注 (11) 谷口 80 頁以下参照。
(25) 前掲注 (12) 四宮参照。
(26) 岡林伸幸・千葉大学/法学論集 24 巻 2 号 35 頁。
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